
地方公務員共済組合連合会 令和６年度第２四半期

退職等年金給付調整積立金 管理及び運用実績の状況
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令和６年度第２四半期 運用実績（概要）

運用利回り ＋０．１５％ ※実現収益率（簿価）

（第２四半期）

運用収入額 ＋１．９２億円 ※実現収益額（簿価）

運用資産残高 １，３３３億円 ※簿価

（第２四半期末）

年金積立金は長期的な運用を行うものであり、その運用状況も長期的に判断することが必要です。
退職等年金給付調整積立金は、国内債券の満期持ち切りでの運用を前提とするため、簿価評価としています。

（注１）実現収益率及び実現収益額は、運用手数料等控除後のものです。
（注２）実現収益額は、売買損益及び利息収入等です。
（注３）上記数値は速報値のため、年度末の決算等において、変更になる場合があります。

（第２四半期）
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令和６年度第２四半期 市場環境①

【ベンチマーク収益率】 【参考指標】

【各市場の動き（令和６年７月～９月）】

国内債券：１０年国債利回りは低下しました。日銀が７月に国債買入れの具体的な減額方針と追加利上げを決定しましたが、市場

の反応は鈍く、内外株式の下落等を受けて投資家のリスク回避姿勢が強まる中で低下（債券価格は上昇）しました。

国内株式：国内株式は下落しました。ＴＯＰＩＸは７月上旬に史上最高値を更新しましたが、その後は米国の景気後退懸念や大幅

な円高の進行、国内政治情勢への不透明感などを要因に下落しました。

外国債券：米国１０年国債利回りは低下しました。インフレ率や雇用の鈍化がみられる中、米国連邦準備制度理事会（ＦＲＢ）に

よる大幅利下げ観測の強まりを背景に低下（債券価格は上昇）しました。

外国株式：外国株式は上昇しました。米国の景気後退懸念から大幅下落する場面もみられましたが、ＦＲＢの利下げ転換に伴う米

国経済のソフトランディング期待から上昇し、ＮＹダウは最高値を更新しました。

外国為替：ドル円は、ＦＲＢの利下げ転換が見込まれる中で、日銀が市場予想に反して利上げを決定したことで一時大幅に円高が

進むなど、金融政策の方向性の違いから円高基調で推移しました。ユーロ円は、概ねドル円に連動した動きとなり、欧

州中央銀行（ＥＣＢ）の追加利下げなどを受け円高基調で推移しました。
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令和６年度第２四半期 市場環境②

ベンチマークインデックスの推移
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令和６年度 資産構成割合

（注）上記数値は速報値のため、年度末の決算等において、変更になる場合があります。

（単位：％）

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 年度末

100.0 100.0 100.0 － －

うち短期資産 (0.0) (0.1) (0.0) － －

100.0 100.0 100.0 － －

令和６年度 基本
ポートフォリオ

令和５年度末

国内債券

合計

100.0



退職等年金給付調整積立金（地共連）

国内債券

100.0%

令和５年度末 運用資産別の構成割合

(うち短期資産 0.0%)
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（参考）令和５年度 資産構成割合

（単位：％）

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 年度末

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

うち短期資産 (0.1) (0.1) (0.1) (0.0) (0.0)

100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

令和５年度 基本
ポートフォリオ

令和４年度末

国内債券

合計

100.0
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令和６年度 運用利回り

○令和６年度第２四半期の実現収益率（簿価）は、０．１５％となりました。
○退職等年金給付調整積立金で保有する国内債券は、満期持ち切りを前提とするため、簿価評価としています。

（注１）各四半期及び年度計の運用利回りは、期間率であり、運用手数料等控除後のものです。
（注２）修正総合収益率は、実現収益率（簿価）に、仮に時価評価を行った場合の評価損益の増減を加味したものです。
（注３）上記数値は速報値のため、年度末の決算等において、変更になる場合があります。

（単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

0.14 0.15 － － 0.29

0.14 0.15 － － 0.29

うち短期資産 (0.00) (0.00) － － (0.00)

（参考） （単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

▲2.75 1.61 － － ▲1.03修正総合収益率

令和６年度

実現収益率（簿価）

令和６年度

国内債券
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（参考）令和５年度 運用利回り

（単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

0.11 0.11 0.11 0.12 0.45

0.11 0.11 0.11 0.12 0.45

うち短期資産 (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00)

（参考） （単位：％）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

0.79 ▲3.23 1.10 ▲0.23 ▲1.56修正総合収益率

令和５年度

実現収益率（簿価）

令和５年度

国内債券
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令和６年度 運用収入額

○令和６年度第２四半期の実現収益額（簿価）は、１．９２億円となりました。
○退職等年金給付調整積立金で保有する国内債券は、満期持ち切りを前提とするため、簿価評価としています。

（注１）実現収益額（簿価）は、売買損益及び利息収入等であり、運用手数料等控除後のものです。
（注２）総合収益額（時価）は、実現収益額（簿価）に、仮に時価評価を行った場合の評価損益の増減を加味したものであり、運用手数料等控除後のものです。
（注３）上記数値は速報値のため、年度末の決算等において、変更になる場合があります。

（単位：億円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

1.67 1.92 － － 3.60

1.67 1.92 － － 3.60

うち短期資産 (0.00) (0.00) － － (0.00)

（参考） （単位：億円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

▲32.00 19.62 － － ▲12.38総合収益額（時価）

令和６年度

実現収益額（簿価）

令和６年度

国内債券
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（参考）令和５年度 運用収入額

（単位：億円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

1.10 1.12 1.24 1.37 4.83

1.10 1.12 1.24 1.37 4.83

うち短期資産 (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00)

（参考） （単位：億円）

第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 年度計

7.89 ▲33.04 11.35 ▲2.51 ▲16.32総合収益額（時価）

令和５年度

実現収益額（簿価）

令和５年度

国内債券
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令和６年度 資産額

（注１）時価及び評価損益は、仮に時価評価を行った場合の参考です。
（注２）上記数値は速報値のため、年度末の決算等において、変更になる場合があります。

（単位：億円）

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

1,173 1,118 ▲55 1,264 1,177 ▲87 1,333 1,263 ▲70 － － － － － －

うち短期資産 (0) (0) (0) (1) (1) (0) (0) (0) (0) － － － － － －

1,173 1,118 ▲55 1,264 1,177 ▲87 1,333 1,263 ▲70 － － － － － －

令和５年度末
第２四半期末 第３四半期末 年度末

令和６年度

第１四半期末

合計

国内債券
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（参考）令和５年度 資産額

（単位：億円）

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

簿価 時価
評価
損益

1,033 999 ▲34 1,033 1,007 ▲26 1,056 995 ▲61 1,104 1,055 ▲50 1,173 1,118 ▲55

うち短期資産 (1) (1) (0) (1) (1) (0) (1) (1) (0) (0) (0) (0) (0) (0) (0)

1,033 999 ▲34 1,033 1,007 ▲26 1,056 995 ▲61 1,104 1,055 ▲50 1,173 1,118 ▲55

令和４年度末
令和５年度

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 年度末

国内債券

合計
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用語解説（５０音順）

○ 実現収益率
売買損益及び利息・配当金収入等の実現収益額を元本（簿価）平均残高で除した元本（簿価）ベースの収益率です。

○ 修正総合収益率
実現収益額に資産の時価評価による評価損益増減を加え、時価に基づく収益を把握し、それを元本平均残高に前期末未

収収益と前期末評価損益を加えたもので除した時価ベースの比率です。
算出が比較的容易なことから、運用の効率性を表す時価ベースの資産価値の変化を把握する指標として用いられます。

（計算式）
修正総合収益率 =｛売買損益 + 利息・配当金収入 + 未収収益増減（当期末未収収益 - 前期末未収収益）

+ 評価損益増減（当期末評価損益 - 前期末評価損益）｝ ／（元本（簿価）平均残高
+ 前期末未収収益 + 前期末評価損益）

○ 総合収益額
実現収益額に加え資産の時価評価による評価損益を加味した、時価に基づく収益額です。

（計算式） 総合収益額 = 売買損益 + 利息・配当金収入 + 未収収益増減（当期末未収収益 - 前期末未収収益）
+ 評価損益増減（当期末評価損益 - 前期末評価損益）

○ 退職等年金給付調整積立金
地共連が管理運用する年金積立金で、被用者年金一元化の際に新たに創設された民間の企業年金に相当する年金積立

金で、退職給付の一部となっています。
各共済組合の退職等年金給付のための資金が不足した場合に、必要な額を交付することとなっています。


